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そもそも事故前資料の保存がされていないものも出てくる。基準価格について現行のものを採用

５．東京電力に対し、商工業者の営業損害賠償にあたり、一括賠償終了後の窓口を設け、賠償の継続

原発をなくす全国連絡会とふくしま復興

日、参議院議員会

後、

岩渕友、山添拓

両参議院議員にもご参加いただき、下記要

請項目のもと、国と東京電力が原発事故の

る要

福島第二原発の廃炉については、経産省

より「東電の経営判断だ」と述べる一方、

東電は「国のエネルギー政策を見て決める」

県内では廃炉に反

対する人はいない。東電は風評対策に力を

」と

タビュー記事について、川村会

年というオーダーで使えそうなのは柏崎刈羽原発と福島第二原発ということになる。

原子力を何らかの格好で残しておく必要があるのではないかというのが現時点での考えだ」との回答に

だ」と強調しました。 

１．福島第二原発を廃炉とすること。「経営上の判断」を理由とする東京電力に対し、福島第二原発

２．除染にあたっては、福島県民の安心・安全の基礎となっている除染目標「毎時０．２３マイクロ

シーベルト」を堅持すること。また要望のつよいフォローアップ除染はただちにすすめること。 

３．原子力損害賠償紛争審査会の「中間指針」について、賠償の対象地域やその水準などを抜本的に

４．避難区域外の農業損害賠償は平成３０年１２月末までは現行の賠償方法で支払われるが、それ以

降は基準価格の見直しが予定されている。しかし、基準価格の変更には多大な事務作業がかかり、

そもそも事故前資料の保存がされていないものも出てくる。基準価格について現行のものを採用

５．東京電力に対し、商工業者の営業損害賠償にあたり、一括賠償終了後の窓口を設け、賠償の継続



 

 

 

 

 

昨年

る署名

 現在、経済産業省において、エネルギー基本計画の見直しの

議論が進められています。しかし、経済産業省は

行計画を概ね踏襲し、

発でまかなう方針を示しています。

この間、省庁交渉

を訴えてきましたが、

が進みませんでした

実現は難しいと感じています。

2017

年

科会により結論がまとめ

のではないかといわれています。

この署名は閣議決定されるまでの間の取り組みになります。

短期間の取り組みになりますが、下記の通りに

決め

願いします

なお、署名は個人・団体ともに原発をなくす全国連絡会の

よりダウンロードできます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

署名推進用リーフレットを作成しました。こちらも

できます。ぜひご活用ください。

 

 

期間…

目標…個人署名：

※集めた署名は

昨年 12 月より新たに「

る署名」を開始しました。

現在、経済産業省において、エネルギー基本計画の見直しの

議論が進められています。しかし、経済産業省は

行計画を概ね踏襲し、

発でまかなう方針を示しています。

この間、省庁交渉

訴えてきましたが、

が進みませんでした

実現は難しいと感じています。

2017 年度はエネルギー基本計画の見直しの年です。

年 4 月には総合資源エネルギー調査会

科会により結論がまとめ

のではないかといわれています。

この署名は閣議決定されるまでの間の取り組みになります。

短期間の取り組みになりますが、下記の通りに

決めており、

願いします。

なお、署名は個人・団体ともに原発をなくす全国連絡会の

よりダウンロードできます。

署名推進用リーフレットを作成しました。こちらも

できます。ぜひご活用ください。

期間…2017

目標…個人署名：

※集めた署名は

月より新たに「

を開始しました。

現在、経済産業省において、エネルギー基本計画の見直しの

議論が進められています。しかし、経済産業省は

行計画を概ね踏襲し、30

発でまかなう方針を示しています。

この間、省庁交渉・議員要請行動

訴えてきましたが、現行のエネルギー基本計画を

が進みませんでした。現計画が見直されない限り、原発ゼロの

実現は難しいと感じています。

年度はエネルギー基本計画の見直しの年です。

月には総合資源エネルギー調査会

科会により結論がまとめ

のではないかといわれています。

この署名は閣議決定されるまでの間の取り組みになります。

短期間の取り組みになりますが、下記の通りに

ており、4 月に署名提出を行う予定です。

。 

なお、署名は個人・団体ともに原発をなくす全国連絡会の

よりダウンロードできます。

署名推進用リーフレットを作成しました。こちらも

できます。ぜひご活用ください。

2017 年 12 月～

目標…個人署名：10 万筆

※集めた署名は 2018

月より新たに「エネルギー基本計画の見直しを求め

を開始しました。 

現在、経済産業省において、エネルギー基本計画の見直しの

議論が進められています。しかし、経済産業省は

30 年度に必要な電力の

発でまかなう方針を示しています。

・議員要請行動

現行のエネルギー基本計画を

現計画が見直されない限り、原発ゼロの

実現は難しいと感じています。 

年度はエネルギー基本計画の見直しの年です。

月には総合資源エネルギー調査会

科会により結論がまとめられ、5 月

のではないかといわれています。 

この署名は閣議決定されるまでの間の取り組みになります。

短期間の取り組みになりますが、下記の通りに

月に署名提出を行う予定です。

なお、署名は個人・団体ともに原発をなくす全国連絡会の

よりダウンロードできます。 

署名推進用リーフレットを作成しました。こちらも

できます。ぜひご活用ください。 

月～2018 年

万筆 団体署名：

2018 年 3 月末までに原発をなくす全国連絡会までお送りください。

【原発をなくす全国連絡会

エネルギー基本計画の見直しを求め

現在、経済産業省において、エネルギー基本計画の見直しの

議論が進められています。しかし、経済産業省は

年度に必要な電力の

発でまかなう方針を示しています。 

・議員要請行動などを通して「原発ゼロ」

現行のエネルギー基本計画を

現計画が見直されない限り、原発ゼロの

年度はエネルギー基本計画の見直しの年です。

月には総合資源エネルギー調査会（経産相の諮問機関

月～8 月には閣議決定される

 

この署名は閣議決定されるまでの間の取り組みになります。

短期間の取り組みになりますが、下記の通りに

月に署名提出を行う予定です。

なお、署名は個人・団体ともに原発をなくす全国連絡会の

署名推進用リーフレットを作成しました。こちらも

 

年 3 月末(2

団体署名：1,000

月末までに原発をなくす全国連絡会までお送りください。

【原発をなくす全国連絡会

 

エネルギー基本計画の見直しを求め

現在、経済産業省において、エネルギー基本計画の見直しの

議論が進められています。しかし、経済産業省は 2014 年の現

年度に必要な電力の 20～22％を原

などを通して「原発ゼロ」

現行のエネルギー基本計画を根拠に

現計画が見直されない限り、原発ゼロの

年度はエネルギー基本計画の見直しの年です。2018

経産相の諮問機関

には閣議決定される

この署名は閣議決定されるまでの間の取り組みになります。

短期間の取り組みになりますが、下記の通りに期間・目標数を

月に署名提出を行う予定です。ぜひご協力をお

なお、署名は個人・団体ともに原発をなくす全国連絡会の

署名推進用リーフレットを作成しました。こちらも原発をなくす全国連絡会の

2 月末から 3

1,000 団体 

月末までに原発をなくす全国連絡会までお送りください。

【原発をなくす全国連絡会ニュース】 

エネルギー基本計画の見直しを求め

現在、経済産業省において、エネルギー基本計画の見直しの

年の現

％を原

などを通して「原発ゼロ」

根拠に交渉

現計画が見直されない限り、原発ゼロの

2018

経産相の諮問機関）分

には閣議決定される

この署名は閣議決定されるまでの間の取り組みになります。

目標数を

ぜひご協力をお

なお、署名は個人・団体ともに原発をなくす全国連絡会の HP

原発をなくす全国連絡会の

3 月末に変更

月末までに原発をなくす全国連絡会までお送りください。

 

原発をなくす全国連絡会の

月末に変更) 

月末までに原発をなくす全国連絡会までお送りください。

原発をなくす全国連絡会の HP よりダウンロード

月末までに原発をなくす全国連絡会までお送りください。 

よりダウンロード

 

よりダウンロード


